













































































































































































































かれます。実は、 1961 年~1964 年に文部省が全国学力調査を悉皆調査で行った際には、
学校聞の競争をあおり、テスト対策の授業がなされ、さらには不正行為が行われる例もあ
るなど、様々な問題が起こりました。テストで測りやすいものだけが目標になるという本
末転倒が起こらないかどうか、特に注視していく必要があります。
184
第四に検討しておきたいのが、学習意欲の問題です。従来の学習指導要領や指導要録に
おいても、「関心・意欲・態度」は重視されていました。この観点については、現場におい
ては往々にして熱心に挙手をするといった一般的な学習態度と混同されがちでしたが、政
策上は科学的に探究する態度といった発展的学力として位置づける方向性が示されていま
した。しかし、今回の「審議のまとめ」で学力の第三の要素として位置づけられている「学
習意欲」としては、家庭学習も含めた学習習慣の確立などが論じられています。本来、学
力という概念は、学校で身につけさせるべきカを示すことにより、教育機関の責任を明確
化する役割を持っています。このように一般的な学習意欲を「学力」の要素としてしまう
と、子どもたちの学力不振の責任を家庭に負わせることになってしまうかもしれません。
以上、日本における教育課程改革の動向について紹介しました。日中の動向を比較する
ことを通して、議論が深まることを希望しています。
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